
様式１（全国） 全国規模での規制改革要望に関する当室からの再検討要請に対する各省庁の回答

管理
コード 項目 該当法令 等 制度の現状 措置の

分類
措置の
内容 措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請 措置の

分類
措置の
内容 措置の概要（対応策）

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体名
規制改革
要望
事項番号

z0100001 自動車等免許取得の県外容認 道路交通法第８９条

道路交通法第８９条により、免許を受けよう
とする者は、その者の住所地を管轄する公
安委員会に免許申請書を提出して当該公安
委員会の行う運転免許試験を受けなければ
ならないこととされている。

ｃ

道路交通法では、運転免許に関する事務を
都道府県の事務とし、運転免許試験、免許
証の交付・再交付、有効期間の更新、免許
の取消し・効力の停止等一連の事務を原則
として免許申請者又は免許保有者の住所地
を管轄する都道府県の公安委員会が行うこ
ととしている。
このように手続を行う都道府県を一元化する
ことによって、運転免許の得喪等に係る責任
の所在を明確にし、免許の管理を的確に行
うものであり、道路交通法上、申請者の利便
性を考慮して住所地以外の公安委員会での
手続が一部認められているが、これも、対象
や手続の内容が限定されており免許管理上
支障がない範囲で例外的に認められている
にすぎない。
運転免許試験や免許証の交付は、運転免
許行政の正に根幹となる手続であり、これを
住所地以外の都道府県でも行うことができる
ようにすることは、免許管理上責任の所在を
不明確にし、事務に混乱を生じさせることか
ら、認めることはできない。

貴庁回答にあるとおり、既に対象や手続内
容を限定した住所地以外での手続が例外的
に一部認められている。また、運転免許証は
全国一律であり、電子政府・自治体の構築
が国をあげて行われている状況にある。これ
らを踏まえ、
①貴庁回答にある「免許管理上責任の所在
を不明確にし、事務に混乱を生じさせる」と
は具体的にどういうことか示されたい。
②上記①を踏まえ、住民の利便性向上を図
る観点から、免許管理上支障がない範囲で
上記例外的措置の拡大を図ること等により
対応することの可否について検討され、示さ
れたい。
③上記②を踏まえた実施時期について、そ
の時期となる理由も含めて具体的に示され
たい。

現在の警察行政は、都道府県警察単位で行
われることとされている。また、道路交通法
の規定に基づく運転免許に関する事務（運
転免許試験、免許証の交付・再交付、有効
期間の更新、免許の取消・効力の停止等）に
ついても、原則として免許申請者又は免許
保有者の住所地を管轄する都道府県の公
安委員会が行うこととされており、自治事務
と整理されている。このような運転免許事務
について、いずれの都道府県においても運
転免許試験を受験し、免許証の交付をでき
るようにすることは、運転免許に関する事務
をいずれの都道府県の事務として処理すべ
きかを不明確とするものであり、運転免許保
有者に関するデータの管理、免許証の二重
交付や不正取得の防止等を行う上で、事務
処理上の混乱が生じる。また、各都道府県
公安委員会は、住民に対し、一定水準の
サービスを提供できることを常に確保してお
く観点から、あらかじめ行政需要に照らし必
要かつ十分な態勢を整える必要があるとこ
ろ、現行における運転免許試験等に係る事
務の実施態勢（施設、人員等）や免許保有
者に関する情報を記録するためのシステム
等については、管内居住者を前提としたもの
となっている。これを仮に、運転免許試験や
免許証の交付事務をいずれの都道府県でも
行うことができることとした場合、申請者数の
極端な変動が生じ対応できなかったり、逆に
あらかじめ整備した態勢の処理能力よりは
るかに少ない申請しかなされない可能性が
あり、結果として莫大なコストや無駄なコスト
を要することとなる。

5012001 千葉県野田市 11

z0100001

（上記の続き）

自動車等免許取得の県外容
認

（上記の続き）

このように、運転免許行政に係る事務につい
ては、免許保有者の住所地を管轄する都道
府県の公安委員会ごとにサービスを提供す
る形で制度やシステムが構築されており、こ
うした現状下において全体の効率性を考え
た場合には、免許証の交付に係る事務につ
いても免許保有者の住所地を管轄する都道
府県の公安委員会が実施することが適当で
ある。道路交通法においては、これまでも申
請者の利便性を最大限考慮して、住所地主
義の原則をくずさない範囲内で例外的措置
が設けられてきたところであるが、上記のと
おり、運転免許試験や免許証の交付に関す
る事務について住所地以外の都道府県で行
うことができるようにすることはこの原則をく
ずすものであり、困難である。

5012001 千葉県野田市 12

z0100002
運転免許制度における貨物
自動車の「大型」と「普通」の
区分の見直し

道路交通法第８５条
道路交通法施行規則第２条

道路交通法第８５条により、普通免許のみを
受けている者は普通自動車、小型特殊自動
車及び原動機付自動車のみを運転すること
ができ、大型自動車を運転しようとする者は
大型免許を受けなければならないこととされ
ている。
また、道路交通法施行規則第２条により、車
体の大きさ等が、大型自動車、大型特殊自
動車、大型自動二輪車、普通自動二輪車又
は小型特殊自動車について定められた車体
の大きさ等のいずれにも該当しない自動車
が普通自動車と規定され、大型特殊自動
車、大型自動二輪車、普通自動二輪車及び
小型特殊自動車以外の自動車で、車両総重
量については８トン以上のものが大型自動
車と規定されている。

－

「貨物自動車を運転することができる運転免
許の在り方についての提言」（平成１５年　１
１月）を踏まえ、普通自動車免許と大型自動
車免許の間に中間的な免許を設け、それぞ
れの免許に応じた受験資格、試験・運転者
教育の制度を整備することなどを内容とする
免　許制度の見直しを検討している。

①当該免許制度の見直しの内容（対象トン
数など）について具体的に示されたい。
②平成16年度までに実施されることの可否
について改めて検討されたい。

特殊自動車を除く四輪以上の自動車の種類
を、大型自動車、中型自動車及び普通自動
車とし、それぞれに対応する第一種運転免
許を大型免許、中型免許及び普通免許の３
種類とした上で、それぞれに見合った受験資
格、試験・運転者教育の制度を整備すること
などを内容とする見直しを検討しており、今
次通常国会に道路交通法の改正案を提出
する予定である。なお、自動車の種類の基
準については、以下のとおりとすることを検
討している。
・大型自動車　車両総重量１１トン以上、最
大積載量６．５トン以上又は乗車定員３０人
以上の自動車
・中型自動車　車両総重量５トン以上、最大
積載量３トン以上又は乗車定員１１人以上で
あって車両総重量１１トン未満、最大積載量
６．５トン未満及び乗車定員３０人未満である
自動車
・普通自動車　車両総重量５トン未満、最大
積載量３トン未満及び乗車定員１１人未満の
自動車ただし、同法案が可決・成立した場合
においても、上記免許制度の見直しについ
ては、新制度への円滑な移行を図るため、
公布から施行までに十分な準備期間を置く
必要がある。

5021204
社団法人日本
経済団体連合
会
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（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 1 / 14 警察庁



様式１（全国） 全国規模での規制改革要望に関する当室からの再検討要請に対する各省庁の回答

管理
コード 項目

z0100001 自動車等免許取得の県外容認

z0100001

（上記の続き）

自動車等免許取得の県外容
認

z0100002
運転免許制度における貨物
自動車の「大型」と「普通」の
区分の見直し

規制改革
要望
管理番号

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体名
規制改革
要望
事項番号

規制改革要望事項
（事項名）

(別表
 番号)

具体的
規制改革要望内容

具体的事業の
実施内容 要望理由 根拠法令等 制度の

所管官庁
その他
（特記事項）

5012 5012001 千葉県野田市 11 自動車等免許取得の県外容認

免許の取得は、住所地の公安委員会で行う
運転免許試験を受けることとなっているが他
県公安委員会での受験を可能とする。

県境の野田市では、北部地域（関宿地域）の
市民は自転車で１０～３０分程度の隣県の
茨城県の自動車学校で教習を受ける者が多
い。この教習所では茨城県公安委員会によ
る出張試験が（１～２ヶ月に１回）が行われて
いるが、他県である野田市民は受験ができ
ず、バス電車等を乗り継ぎ、約１時間３０分
をかけて千葉県流山市の免許センターまで
受験に出かけている実情にある。規制改革
によりこの不便を解消したい。

道路交通法第８９条 警察庁

5012 5012001 千葉県野田市 12

（上記の続き）

自動車等免許取得の県外容
認

警察庁

5021 5021204
社団法人日本
経済団体連合
会

11 貨物自動車の「大型」と「普通」の区分の見直し

（1）運転免許制度の見直し
貨物自動車に係る運転免許制度の見直しに
あたって、車両総重量11トン以上を「大型」と
し、同じく５トンから11トンを対象とする「中間
的運転免許」を創設されたい。なお、その
際、現行の普通運転免許所持者について、
その既得権を確保するとともに、希望者には
簡易な手続きで「中間的運転免許」へ移行で
きるようにするなど、所要の経過措置を講じ
るべきである。

（2）運転免許制度以外の規制事項の見直し
貨物自動車に係る運転免許制度の見直しに
伴い、その他の規制および有料道路の通行
料金等について、「大型」は車両総重量11ト
ン以上とするよう見直すべきである。

（3）上記（1）および（2）の見直しについては、
同時期に実施されるよう関係省庁間におい
て必要な調整を図るべきである。

① ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ車排出ｶﾞｽ規制に対応するため、
微粒子除去装置を装着する義務が生じるな
ど車両総重量の増加が見込まれる（例；DPF
約150kg×２基＝約300kg増）。こうした状況
のもとで、車両総重量の規制の緩和を実施
しなければ、物流業界にとって、環境対応車
両購入というコストと、積載貨物減少による
生産性低下という二重の経営悪化要因を抱
えることとなる。
②最大積載量５ﾄﾝ以上の大型自動車は、普
通免許での運転ができないため、大型自動
車運転免許保持者の確保が必要となる。
③速度規制(100km/h→80km/h)や「大型車
両通行禁止」等の規制による物流の生産性
低下があり、さらには高速道路料金も高くな
ることでコスト増となる。

道路交通法第３条、第８条第
１項、第20条第２項、第22条、
第85条
道路交通法施行令第27条の
２第１項
道路交通法施行令別表第３
道路交通法施行規則第２条
等

警察庁
　大型自動車と普通自動車とは、最大積載
量５トン、車両総重量８トンで区分けされてい
る。

危 高危 ＆要 望要 望現 状

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 2 / 14 警察庁



様式１（全国） 全国規模での規制改革要望に関する当室からの再検討要請に対する各省庁の回答

管理
コード 項目 該当法令 等 制度の現状 措置の

分類
措置の
内容 措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請 措置の

分類
措置の
内容 措置の概要（対応策）

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体名
規制改革
要望
事項番号

z0100002
運転免許制度における貨物
自動車の「大型」と「普通」の
区分の見直し

道路交通法第８５条
道路交通法施行規則第２条

道路交通法第８５条により、普通免許のみを
受けている者は普通自動車、小型特殊自動
車及び原動機付自動車のみを運転すること
ができ、大型自動車を運転しようとする者は
大型免許を受けなければならないこととされ
ている。
また、道路交通法施行規則第２条により、車
体の大きさ等が、大型自動車、大型特殊自
動車、大型自動二輪車、普通自動二輪車又
は小型特殊自動車について定められた車体
の大きさ等のいずれにも該当しない自動車
が普通自動車と規定され、大型特殊自動
車、大型自動二輪車、普通自動二輪車及び
小型特殊自動車以外の自動車で、車両総重
量については８トン以上のものが大型自動
車と規定されている。

－

「貨物自動車を運転することができる運転免
許の在り方についての提言」（平成１５年　１
１月）を踏まえ、普通自動車免許と大型自動
車免許の間に中間的な免許を設け、それぞ
れの免許に応じた受験資格、試験・運転者
教育の制度を整備することなどを内容とする
免　許制度の見直しを検討している。

①当該免許制度の見直しの内容（対象トン
数など）について具体的に示されたい。
②平成16年度までに実施されることの可否
について改めて検討されたい。

特殊自動車を除く四輪以上の自動車の種類
を、大型自動車、中型自動車及び普通自動
車とし、それぞれに対応する第一種運転免
許を大型免許、中型免許及び普通免許の３
種類とした上で、それぞれに見合った受験資
格、試験・運転者教育の制度を整備すること
などを内容とする見直しを検討しており、今
次通常国会に道路交通法の改正案を提出
する予定である。なお、自動車の種類の基
準については、以下のとおりとすることを検
討している。
・大型自動車　車両総重量１１トン以上、最
大積載量６．５トン以上又は乗車定員３０人
以上の自動車
・中型自動車　車両総重量５トン以上、最大
積載量３トン以上又は乗車定員１１人以上で
あって車両総重量１１トン未満、最大積載量
６．５トン未満及び乗車定員３０人未満である
自動車
・普通自動車　車両総重量５トン未満、最大
積載量３トン未満及び乗車定員１１人未満の
自動車ただし、同法案が可決・成立した場合
においても、上記免許制度の見直しについ
ては、新制度への円滑な移行を図るため、
公布から施行までに十分な準備期間を置く
必要がある。

5069001 社団法人全日本トラック協会 11

z0100003
運転免許制度の見直しに伴う
貨物自動車に係る規制等の
見直し

道路交通法第８５条
道路交通法施行規則第２条

道路交通法第８５条により、普通免許のみを
受けている者は普通自動車、小型特殊自動
車及び原動機付自動車のみを運転すること
ができ、大型自動車を運転しようとする者は
大型免許を受けなければならないこととされ
ている。
また、道路交通法施行規則第２条により、車
体の大きさ等が、大型自動車、大型特殊自
動車、大型自動二輪車、普通自動二輪車又
は小型特殊自動車について定められた車体
の大きさ等のいずれにも該当しない自動車
が普通自動車と規定され、大型特殊自動
車、大型自動二輪車、普通自動二輪車及び
小型特殊自動車以外の自動車で、車両総重
量については８トン以上のものが大型自動
車と規定されている。

－

「貨物自動車を運転することができる運転免
許の在り方についての提言」（平成１５年　１
１月）を踏まえ、普通自動車免許と大型自動
車免許の間に中間的な免許を設け、それぞ
れの免許に応じた受験資格、試験・運転者
教育の制度を整備することなどを内容とする
免　許制度の見直しを検討している。

①当該免許制度の見直しの内容（対象トン
数など）について具体的に示されたい。
②平成16年度までに実施されることの可否
について改めて検討されたい。

特殊自動車を除く四輪以上の自動車の種類
を、大型自動車、中型自動車及び普通自動
車とし、それぞれに対応する第一種運転免
許を大型免許、中型免許及び普通免許の３
種類とした上で、それぞれに見合った受験資
格、試験・運転者教育の制度を整備すること
などを内容とする見直しを検討しており、今
次通常国会に道路交通法の改正案を提出
する予定である。なお、自動車の種類の基
準については、以下のとおりとすることを検
討している。
・大型自動車　車両総重量１１トン以上、最
大積載量６．５トン以上又は乗車定員３０人
以上の自動車
・中型自動車　車両総重量５トン以上、最大
積載量３トン以上又は乗車定員１１人以上で
あって車両総重量１１トン未満、最大積載量
６．５トン未満及び乗車定員３０人未満である
自動車
・普通自動車　車両総重量５トン未満、最大
積載量３トン未満及び乗車定員１１人未満の
自動車ただし、同法案が可決・成立した場合
においても、上記免許制度の見直しについ
ては、新制度への円滑な移行を図るため、
公布から施行までに十分な準備期間を置く
必要がある。

5021204
社団法人日本
経済団体連合
会

21

z0100003
運転免許制度の見直しに伴う
貨物自動車に係る規制等の
見直し

道路交通法第８５条
道路交通法施行規則第２条

道路交通法第８５条により、普通免許のみを
受けている者は普通自動車、小型特殊自動
車及び原動機付自動車のみを運転すること
ができ、大型自動車を運転しようとする者は
大型免許を受けなければならないこととされ
ている。
また、道路交通法施行規則第２条により、車
体の大きさ等が、大型自動車、大型特殊自
動車、大型自動二輪車、普通自動二輪車又
は小型特殊自動車について定められた車体
の大きさ等のいずれにも該当しない自動車
が普通自動車と規定され、大型特殊自動
車、大型自動二輪車、普通自動二輪車及び
小型特殊自動車以外の自動車で、車両総重
量については８トン以上のものが大型自動
車と規定されている。

－

「貨物自動車を運転することができる運転免
許の在り方についての提言」（平成１５年　１
１月）を踏まえ、普通自動車免許と大型自動
車免許の間に中間的な免許を設け、それぞ
れの免許に応じた受験資格、試験・運転者
教育の制度を整備することなどを内容とする
免　許制度の見直しを検討している。

①当該免許制度の見直しの内容（対象トン
数など）について具体的に示されたい。
②平成16年度までに実施されることの可否
について改めて検討されたい。

特殊自動車を除く四輪以上の自動車の種類
を、大型自動車、中型自動車及び普通自動
車とし、それぞれに対応する第一種運転免
許を大型免許、中型免許及び普通免許の３
種類とした上で、それぞれに見合った受験資
格、試験・運転者教育の制度を整備すること
などを内容とする見直しを検討しており、今
次通常国会に道路交通法の改正案を提出
する予定である。なお、自動車の種類の基
準については、以下のとおりとすることを検
討している。
・大型自動車　車両総重量１１トン以上、最
大積載量６．５トン以上又は乗車定員３０人
以上の自動車
・中型自動車　車両総重量５トン以上、最大
積載量３トン以上又は乗車定員１１人以上で
あって車両総重量１１トン未満、最大積載量
６．５トン未満及び乗車定員３０人未満である
自動車
・普通自動車　車両総重量５トン未満、最大
積載量３トン未満及び乗車定員１１人未満の
自動車ただし、同法案が可決・成立した場合
においても、上記免許制度の見直しについ
ては、新制度への円滑な移行を図るため、
公布から施行までに十分な準備期間を置く
必要がある。

5069001 社団法人全日本トラック協会 21

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 3 / 14 警察庁



様式１（全国） 全国規模での規制改革要望に関する当室からの再検討要請に対する各省庁の回答

管理
コード 項目

z0100002
運転免許制度における貨物
自動車の「大型」と「普通」の
区分の見直し

z0100003
運転免許制度の見直しに伴う
貨物自動車に係る規制等の
見直し

z0100003
運転免許制度の見直しに伴う
貨物自動車に係る規制等の
見直し

規制改革
要望
管理番号

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体名
規制改革
要望
事項番号

規制改革要望事項
（事項名）

(別表
 番号)

具体的
規制改革要望内容

具体的事業の
実施内容 要望理由 根拠法令等 制度の

所管官庁
その他
（特記事項）

5069 5069001 社団法人全日本トラック協会 11 貨物自動車の「大型」と「普通」の区分の見直し
貨物自動車の「大型」と「普通」の区分の見
直し

大型自動車の区分を車両総重量１１トン以
上並びに５トン～１１トンを対象とする「中間
的運転免許」の創設

（１）運転免許制度の見直し　貨物自動車に
係る運転免許制度の見直しにあたっては、
「大型」を車両総重量１１トン以上とし、同じく
５トンから１１トンを対象とする「中間的運転
免許」を創設されたい。　なお、その際、現行
普通運転免許所持者について、その既得権
を確保するとともに、希望者には簡易な手続
きで「中間的運転免許」へ移行できるように
するなど、所要の経過措置を講じていただき
たい。
（２）運転免許制度以外の規制事項の見直し
貨物自動車に係る運転免許制度の見直しに
伴い、その他の規制及び有料道路の通行料
等について、「大型」は車両総重量１１トン以
上とするよう見直しをされたい。
（３）上記（１）及び（２）の見直しについて、同
時期に実施されるよう関係省庁間において
必要な調整を図られたい。

警察庁　道路交通法第３条・
第８条第１項・第２０条第２項・
第２２条、同法施行令第２７条
第１項・別表３、同法施行規
則第２条 　　　　　　国土交通
省　道路運送車両法６１条、
同法施行規則第１１条－第１
号様式、道路運送車両の保
安基準第１８条の２・第４１条・
第４４条・第４８条の２・３、貨
物自動車運送事業輸送安全
規則第８条・第９条、道路整
備特別措置法第２条の４   警
察庁・国土交通省　道路標
識、区画線及び道路標示に
関する命令第２条（別表第１
－３０５・３０５の２・３２７の
２）・第９条（別表第５－１０９
の４）

警察庁

5021 5021204
社団法人日本
経済団体連合
会

21 貨物自動車の「大型」と「普通」の区分の見直し

（1）運転免許制度の見直し
貨物自動車に係る運転免許制度の見直しに
あたって、車両総重量11トン以上を「大型」と
し、同じく５トンから11トンを対象とする「中間
的運転免許」を創設されたい。なお、その
際、現行の普通運転免許所持者について、
その既得権を確保するとともに、希望者には
簡易な手続きで「中間的運転免許」へ移行で
きるようにするなど、所要の経過措置を講じ
るべきである。

（2）運転免許制度以外の規制事項の見直し
貨物自動車に係る運転免許制度の見直しに
伴い、その他の規制および有料道路の通行
料金等について、「大型」は車両総重量11ト
ン以上とするよう見直すべきである。

（3）上記（1）および（2）の見直しについては、
同時期に実施されるよう関係省庁間におい
て必要な調整を図るべきである。

① ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ車排出ｶﾞｽ規制に対応するため、
微粒子除去装置を装着する義務が生じるな
ど車両総重量の増加が見込まれる（例；DPF
約150kg×２基＝約300kg増）。こうした状況
のもとで、車両総重量の規制の緩和を実施
しなければ、物流業界にとって、環境対応車
両購入というコストと、積載貨物減少による
生産性低下という二重の経営悪化要因を抱
えることとなる。
②最大積載量５ﾄﾝ以上の大型自動車は、普
通免許での運転ができないため、大型自動
車運転免許保持者の確保が必要となる。
③速度規制(100km/h→80km/h)や「大型車
両通行禁止」等の規制による物流の生産性
低下があり、さらには高速道路料金も高くな
ることでコスト増となる。

道路交通法第３条、第８条第
１項、第20条第２項、第22条、
第85条
道路交通法施行令第27条の
２第１項
道路交通法施行令別表第３
道路交通法施行規則第２条
等

警察庁
国土交通省

　大型自動車と普通自動車とは、最大積載
量５トン、車両総重量８トンで区分けされてい
る。

5069 5069001 社団法人全日本トラック協会 21 貨物自動車の「大型」と「普通」の区分の見直し
貨物自動車の「大型」と「普通」の区分の見
直し

大型自動車の区分を車両総重量１１トン以
上並びに５トン～１１トンを対象とする「中間
的運転免許」の創設

（１）運転免許制度の見直し　貨物自動車に
係る運転免許制度の見直しにあたっては、
「大型」を車両総重量１１トン以上とし、同じく
５トンから１１トンを対象とする「中間的運転
免許」を創設されたい。　なお、その際、現行
普通運転免許所持者について、その既得権
を確保するとともに、希望者には簡易な手続
きで「中間的運転免許」へ移行できるように
するなど、所要の経過措置を講じていただき
たい。
（２）運転免許制度以外の規制事項の見直し
貨物自動車に係る運転免許制度の見直しに
伴い、その他の規制及び有料道路の通行料
等について、「大型」は車両総重量１１トン以
上とするよう見直しをされたい。
（３）上記（１）及び（２）の見直しについて、同
時期に実施されるよう関係省庁間において
必要な調整を図られたい。

警察庁　道路交通法第３条・
第８条第１項・第２０条第２項・
第２２条、同法施行令第２７条
第１項・別表３、同法施行規
則第２条 　　　　　　国土交通
省　道路運送車両法６１条、
同法施行規則第１１条－第１
号様式、道路運送車両の保
安基準第１８条の２・第４１条・
第４４条・第４８条の２・３、貨
物自動車運送事業輸送安全
規則第８条・第９条、道路整
備特別措置法第２条の４   警
察庁・国土交通省　道路標
識、区画線及び道路標示に
関する命令第２条（別表第１
－３０５・３０５の２・３２７の
２）・第９条（別表第５－１０９
の４）

警察庁
国土交通省

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 4 / 14 警察庁



様式１（全国） 全国規模での規制改革要望に関する当室からの再検討要請に対する各省庁の回答

管理
コード 項目 該当法令 等 制度の現状 措置の

分類
措置の
内容 措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請 措置の

分類
措置の
内容 措置の概要（対応策）

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体名
規制改革
要望
事項番号

z0100004
高速道路における大型貨物
自動車の最高速度規制の見
直し

道路交通法第２２条第１項
道路交通法施行令第２７条第
１項

高速自動車国道においては、大型貨物自動
車の法定最高速度は８０km/hである。 ｃ

我が国における交通死亡事故が減少傾向
にある中において、高速道路における大型
貨物自動車に係る交通死亡事故は依然多
発している。その原因としては、速度超過の
割合が高く、危険認知速度別にみて、大型
貨物自動車による死亡事故は、その大半が
８０km/h以上で走行中に発生している。ま
た、大型貨物自動車の高速道路における死
亡事故率が普通乗用車等と比べて高いこと
等から、現在大型貨物自動車に対する最高
速度を８０km/hとしていることは合理的であ
る。なお、諸外国においても、大型貨物自動
車については他の車種と異なる速度規制が
行われている。

5069002 社団法人全日本トラック協会 11

z0100005
高速自動車国道等における
自動二輪車の2人乗りに関す
る規制の廃止

道路交通法第７１条の４第３
項

大型自動二輪車等の運転者は、高速自動
車国道等において運転者以外の者を乗車さ
せて大型自動二輪車等を運転してはならな
い。

－

「規制改革推進３か年計画（再改定）」（平成
１５年３月２８日閣議決定）において、高速自
動車国道等における自動二輪車の二人乗り
を認めることの可否について調査・検討し、
平成１５年度中の可能な限り早期に最終結
論を得ることとしているところである。

5111030 社団法人日本自動車工業会 11

z0100006
自動車の生産・販売・流通に
伴って必要となる諸行政手続
の電子化の早期実現等

自動車の保管場所の確保等
に関する法律、同法施行令、
同法施行規則

自動車保有関係手続は、自動車の検査・登
録を受けるために、運輸支局等の他、市役
所等、警察署、都道府県税事務所等、それ
ぞれの行政機関に出向いて手続を行う必要
がある。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　自動
車の保管場所証明申請は、自動車の保有
者が当該申請に係る場所の位置を管轄する
警察署長に対し、当該申請に係る場所を使
用する権原を有することを疎明する書面、所
在図、配置図の各書面を添付して保管場所
証明書の交付を申請するものであり、交付を
受けた保管場所証明書を運輸支局等に提
出しなければ、道路運送車両法に定める自
動車登録の処分を受けられないこととされて
いる。

ｂ Ⅰ

自動車保有関係手続のワンストップサービ
スについては、ｅ－Ｊａｐａｎ重点計画等にお
いて、平成１７年を目標としてシステム稼働
開始を目指すこととされていることから、現
在、関係行政機関及び関係民間団体と調整
の上、システムの構築を進めている。また、
自動車の保管場所の確保等に関する法律
等の関係法律について、自動車保有関係手
続を電子情報処理組織を使用して行うため
の所要の見直しについて検討し、次期通常
国会に法案を提出することとしている。

各省庁からの本件回答によれば、次期通常
国会への法案提出、17年度を目標にシステ
ム稼動とされているが、16年度中に稼動させ
ることの可否について検討され、示された
い。

  自動車保有関係手続のワンストップサービ
ス・システムは、基幹システム（インターフェ
イスシステム）を中心に、行政機関や民間団
体等の多岐にわたるシステムが接続するこ
とによって、自動車の保有関係手続を電子
的に行うことができることとなるシステムであ
る。
  そのため、多くの行政機関や民間団体等に
おいて、既存システムの改修や新たなシス
テム構築が必要であるとともに、これらシス
テムの安定性を損なうことなく稼動するため
には十分な試験期間が必要となることから、
１６年度中のシステム稼動開始は不可能で
あり、ｅ－Ｊａｐａｎ重点計画において予定され
ているとおり、１７年のシステム稼動を目指し
て準備しているところである。

5021207
社団法人日本
経済団体連合
会

11

z0100006

（上記の続き）

自動車の生産・販売・流通に
伴って必要となる諸行政手続
の電子化の早期実現等

5021207
社団法人日本
経済団体連合
会

12

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 5 / 14 警察庁



様式１（全国） 全国規模での規制改革要望に関する当室からの再検討要請に対する各省庁の回答

管理
コード 項目

z0100004
高速道路における大型貨物
自動車の最高速度規制の見
直し

z0100005
高速自動車国道等における
自動二輪車の2人乗りに関す
る規制の廃止

z0100006
自動車の生産・販売・流通に
伴って必要となる諸行政手続
の電子化の早期実現等

z0100006

（上記の続き）

自動車の生産・販売・流通に
伴って必要となる諸行政手続
の電子化の早期実現等

規制改革
要望
管理番号

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体名
規制改革
要望
事項番号

規制改革要望事項
（事項名）

(別表
 番号)

具体的
規制改革要望内容

具体的事業の
実施内容 要望理由 根拠法令等 制度の

所管官庁
その他
（特記事項）

5069 5069002 社団法人全日本トラック協会 11
高速道路における大型貨物
自動車の最高速度規制の見
直し

高速道路における大型貨物自動車の最高
速度規制の見直し

高速道路における大型貨物自動車の最高
速度→８０km/h

高速自動車国道における最高速度は、大型
トラックと牽引装置により牽引状態にある車
のみが８０km/hに抑えられており、同一の走
行車線に速度の異なる車両が混在して走行
することは、車両の安全走行を妨げるばかり
か、事故を誘発する一因にもなりかねない。
他の交通と合わせ、高速道路の円滑な走行
を確保する観点から、高速道路における大
型貨物自動車の最高速度規制を現行の８０
km/hから１００km/hに引き上げるなど見直し
をお願いしたい。

警察庁　道路交通法施行令
第２７条第１項 警察庁

5111 5111030 社団法人日本自動車工業会 11
高速自動車国道等における
自動二輪車の2人乗りに関す
る規制

高速道路（自動車専用道路を含む）における
普通自動二輪車および大型自動二輪車の
乗車人数制限を解除し、２名乗車を認めて
いくよう要望。

乗車定員２名とされている普通自動車及び
大型自動二輪車が、高速道路(自動車専用
道路を含む)において運転者１名の乗車に制
限されている。

高速道路は一般道路に比較して交差点もな
く、カーブの曲線も緩やかであるなど、構造
上より安全な道路と言え、事実事故発生率
も低い。それにも関わらず、高速道路での自
動二輪車の２名乗車が禁止されていること
は、必要以上に二輪車ユーザーに用途の制
限を強いるなど、二輪車の利便性を妨げる
ことになっている。

道路交通法第71条の4第3項 警察庁

・本項目は、以前から要望しているが、引続
き検討いただきたく再要望する。

・重点要望項目

5021 5021207
社団法人日本
経済団体連合
会

11
自動車の生産・販売・流通に
伴って必要となる諸行政手続
の電子化の早期実現等

１．自動車の生産・販売・流通に伴って必要
となる行政諸手続（検査・登録～国、車庫証
明・納税～地方、自賠責保険確認～国）等
の電子化は、規制改革推進3ヵ年計画にお
いて、平成17年を目標に稼動開始（平成15
年度中目途に一部地方公共団体で試験運
用）となっているが、これを実現するため、下
記の事項を含め早急に検討・具体化すべき
である。
（1）検査・登録等諸手続　①自動車の検査・
登録手続等の電子化　②軽自動車の検査・
届出手続等の電子化　③納税証明書の添
付に代わる電子化の検討 ④抹消・移転登録
手続の電子化
（2）自動車取得税の納付手続　①納付手続
の電子化
（3）自動車税・軽自動車税納付及び還付手
続　①納付及び還付手続の電子化　②電子
化に向けた納付及び還付手続の合理化　③
納税に係る行政と所有者の有する電子情報
の交換

①手続申請の電子化がなされていないた
め、その手続を申請もしくは代行申請をする
自動車関連業界（自動車リース業界も含む）
が多大な事務負担を強いられている。
②これらの事務作業の効率化、円滑化の観
点から、電子化（書式の全国統一化）を図る
必要があるが、電子化の検討に際しては、
利用者の意見を充分に反映させることによっ
て、電子化による混乱等が生じないよう配慮
することが重要である。

道路運送車両法、自動車登
録令、関係省令
自動車の保管場所の確保等
に関する法律、関係政省令
自動車重量税法、関係政省
令
自動車損害賠償保障法、関
係政省令
地方税法、関係政省令
地方自治体条例等

国土交通省
財務省
総務省
警察庁
経済産業省
環境省

　自動車の生産・販売・流通に伴って必要と
なる行政諸手続きは、それぞれ所管官庁が
異なり、手続申請窓口が陸運支局、警察
署、都道府県税事務所、その他に分かれて
いる。このため、申請内容は多くの項目で重
複し、申請に必要な添付書類も多く、その発
行機関が国・地方に跨っている。

5021 5021207
社団法人日本
経済団体連合
会

12

（上記の続き）

自動車の生産・販売・流通に
伴って必要となる諸行政手続
の電子化の早期実現等

（上記の続き）

（4）重量税納付手続等　①納付手続等の電
子化
（5）保管場所証明申請手続　①申請手続の
電子化及び電子化に向けた申請手続の全
国統一化　②電子化に向けた添付書類の簡
素化等
（6）自賠責保険付保　①付保手続の電子化
及び電子化に向けた手続の合理化
（7）所有者に対する所有自動車に係る登録
事項等の電子的開示

２．なお、試験運用を行う際、大量の自動車
を所有するリース会社の事務手続等を考慮
して、その運用に当たっての検討等を行うべ
きである。

国土交通省
財務省
総務省
警察庁
経済産業省
環境省

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 6 / 14 警察庁



様式１（全国） 全国規模での規制改革要望に関する当室からの再検討要請に対する各省庁の回答

管理
コード 項目 該当法令 等 制度の現状 措置の

分類
措置の
内容 措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請 措置の

分類
措置の
内容 措置の概要（対応策）

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体名
規制改革
要望
事項番号

z0100006
自動車の生産・販売・流通に
伴って必要となる諸行政手続
の電子化の早期実現等

自動車の保管場所の確保等
に関する法律、同法施行令、
同法施行規則

自動車保有関係手続は、自動車の検査・登
録を受けるために、運輸支局等の他、市役
所等、警察署、都道府県税事務所等、それ
ぞれの行政機関に出向いて手続を行う必要
がある。
自動車の保管場所証明申請は、自動車の
保有者が当該申請に係る場所の位置を管
轄する警察署長に対し、当該申請に係る場
所を使用する権原を有することを疎明する
書面、所在図、配置図の各書面を添付して
保管場所証明書の交付を申請するものであ
り、交付を受けた保管場所証明書を運輸支
局等に提出しなければ、道路運送車両法に
定める自動車登録の処分を受けられないこ
ととされている。

ｂ Ⅰ

自動車保有関係手続のワンストップサービ
スについては、ｅ－Ｊａｐａｎ重点計画等にお
いて、平成１７年を目標としてシステム稼働
開始を目指すこととされていることから、現
在、関係行政機関及び関係民間団体と調整
の上、システムの構築を進めている。また、
自動車の保管場所の確保等に関する法律
等の関係法律について、自動車保有関係手
続を電子情報処理組織を使用して行うため
の所要の見直しについて検討し、次期通常
国会に法案を提出することとしている。

各省庁からの本件回答によれば、次期通常
国会への法案提出、17年度を目標にシステ
ム稼動とされているが、16年度中に稼動させ
ることの可否について検討され、示された
い。

  自動車保有関係手続のワンストップサービ
ス・システムは、基幹システム（インターフェ
イスシステム）を中心に、行政機関や民間団
体等の多岐にわたるシステムが接続するこ
とによって、自動車の保有関係手続を電子
的に行うことができることとなるシステムであ
る。
  そのため、多くの行政機関や民間団体等に
おいて、既存システムの改修や新たなシス
テム構築が必要であるとともに、これらシス
テムの安定性を損なうことなく稼動するため
には十分な試験期間が必要となることから、
１６年度中のシステム稼動開始は不可能で
あり、ｅ－Ｊａｐａｎ重点計画において予定され
ているとおり、１７年のシステム稼動を目指し
て準備しているところである。

5085017 オリックス株式会社 11

z0100006
自動車の生産・販売・流通に
伴って必要となる諸行政手続
の電子化の早期実現等

自動車の保管場所の確保等
に関する法律、同法施行令、
同法施行規則

自動車保有関係手続は、自動車の検査・登
録を受けるために、運輸支局等の他、市役
所等、警察署、都道府県税事務所等、それ
ぞれの行政機関に出向いて手続を行う必要
がある。
自動車の保管場所証明申請は、自動車の
保有者が当該申請に係る場所の位置を管
轄する警察署長に対し、当該申請に係る場
所を使用する権原を有することを疎明する
書面、所在図、配置図の各書面を添付して
保管場所証明書の交付を申請するものであ
り、交付を受けた保管場所証明書を運輸支
局等に提出しなければ、道路運送車両法に
定める自動車登録の処分を受けられないこ
ととされている。

ｂ Ⅰ

自動車保有関係手続のワンストップサービ
スについては、ｅ－Ｊａｐａｎ重点計画等にお
いて、平成１７年を目標としてシステム稼働
開始を目指すこととされていることから、現
在、関係行政機関及び関係民間団体と調整
の上、システムの構築を進めている。また、
自動車の保管場所の確保等に関する法律
等の関係法律について、自動車保有関係手
続を電子情報処理組織を使用して行うため
の所要の見直しについて検討し、次期通常
国会に法案を提出することとしている。

各省庁からの本件回答によれば、次期通常
国会への法案提出、17年度を目標にシステ
ム稼動とされているが、16年度中に稼動させ
ることの可否について検討され、示された
い。

  自動車保有関係手続のワンストップサービ
ス・システムは、基幹システム（インターフェ
イスシステム）を中心に、行政機関や民間団
体等の多岐にわたるシステムが接続するこ
とによって、自動車の保有関係手続を電子
的に行うことができることとなるシステムであ
る。
  そのため、多くの行政機関や民間団体等に
おいて、既存システムの改修や新たなシス
テム構築が必要であるとともに、これらシス
テムの安定性を損なうことなく稼動するため
には十分な試験期間が必要となることから、
１６年度中のシステム稼動開始は不可能で
あり、ｅ－Ｊａｐａｎ重点計画において予定され
ているとおり、１７年のシステム稼動を目指し
て準備しているところである。

5086017 社団法人リース事業協会 11

z0100007 交通事故証明書の申請・交付の電子化
自動車安全運転センター法
第29条第1項第5号

交通事故証明書については、自動車安全運
転センター法に基づき、交通事故の加害者、
被害者その他正当な利益を有すると認めら
れる者からの書面若しくは郵便振替による
申請に応じて、書面により証明書を交付して
いる。

－

「規制改革推進３か年計画（再改定）」（平成
１５年３月２８日閣議決定）において、交通事
故証明書の申請・交付の電子化について平
成１５、１６年度に調査・検討し、平成１６年
度中に結論を得ることとしているところであ
る。

現在、損保協会等関係機関を含めた調査委
員会を設置し、「交通事故証明書の申請･交
付の電子化」について検討を行っているとこ
ろである。

貴庁回答では、「規制改革推進３ヵ年計画
（再改定）」において「16年度中に結論を得
る」こととなっているが、その後引き続き要望
もあることから、検討及び実施の前倒しが可
能かどうか検討され、実施時期を示された
い。

電子的手段による交通事故証明書の申請・
交付の可否については、「申請人が真に「正
当な利益を有すると認められる者か」「交通
事故証明書の交付主体が真に自動車安全
運転センターであることを確認できるか否
か」「交通事故証明書等の内容を改変されな
い電磁的記録が技術的に可能か」「交通事
故証明書の受領者が「正当な利益を有する
と認められる者」か否かを確実に把握した上
で交付できるか」等、セキュリティー上の各
種課題に検討を加えるとともに、損保業界、
関係行政機関等からの意見聴取・協議、同
センターにおける電子認証のための体制整
備等について、閣議決定に基づき、現在、損
保協会等関係機関団体を含めた検討委員
会を設置して上記内容について検討を行っ
ているところであるが、多岐にわたる検討作
業等が必要であることから、検討の前倒しは
困難である。

5021166
社団法人日本
経済団体連合
会

11

z0100007

（上記の続き）

交通事故証明書の申請・交
付の電子化

5021166
社団法人日本
経済団体連合
会

12

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 7 / 14 警察庁



様式１（全国） 全国規模での規制改革要望に関する当室からの再検討要請に対する各省庁の回答

管理
コード 項目

z0100006
自動車の生産・販売・流通に
伴って必要となる諸行政手続
の電子化の早期実現等

z0100006
自動車の生産・販売・流通に
伴って必要となる諸行政手続
の電子化の早期実現等

z0100007 交通事故証明書の申請・交付の電子化

z0100007

（上記の続き）

交通事故証明書の申請・交
付の電子化

規制改革
要望
管理番号

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体名
規制改革
要望
事項番号

規制改革要望事項
（事項名）

(別表
 番号)

具体的
規制改革要望内容

具体的事業の
実施内容 要望理由 根拠法令等 制度の

所管官庁
その他
（特記事項）

5085 5085017 オリックス株式会社 11
自動車の生産・販売・流通に
伴って必要となる諸行政手続
の電子化の早期実現等

自動車の生産・販売・流通に伴って必要とな
る諸行政手続（検査・登録～国、車庫証明・
納税～地方、自賠責保険確認～国）等の電
子化は、規制改革推進3ヵ年計画において、
平成17年を目標に稼動開始（平成15年目途
に一部地方公共団体で試験運用）となって
いるが、これを実現するため、添付資料記載
の事項を含め早急に検討・具体化していくこ
と。なお、試験運用を行う際、大量の自動車
を所有するリース会社の事務手続等を考慮
して、その運用に当たっての検討等を行うこ
と。

 電子化により、申請項目の共通化・統一化
と申請に必要な添付書類の削減化ができれ
ば、自動車関連業界の生産・販売・流通に係
わる申請及び手続代行コストは大幅に軽減
され、その軽減分を直接部門へ投入すること
で新たな自動車リース市場の開拓が促進さ
れ、経済活性化に資する。

手続申請の電子化がなされていないため、
その手続を申請もしくは代行申請をする自動
車関連業界（自動車リース業界も含む）に多
大な負担を強いている。また、リース会社の
税の申告・納付事務等は膨大であり、これら
の事務作業の効率化、円滑化の観点から、
電子化（書式の全国統一化）を図る必要が
あると考えられる。 電子化の検討に際して
は、利用者の意見を充分に反映させることに
よって、電子化による混乱等が生じないよう
配慮する必要がある。

道路運送車両法、自動車登
録令、自動車の保管場所の
確保等に関する法律、自動車
重量税法、自動車損害賠償
保障法、地方税法、地方自治
体条例　等

国土交通省
財務省
総務省
警察庁
経済産業省
環境省

＜添付資料＞　自動車の生産・販売・流通に
伴って必要となる諸行政手続等の電子化に
際しての検討事項

5086 5086017 社団法人リース事業協会 11
自動車の生産・販売・流通に
伴って必要となる諸行政手続
の電子化の早期実現等

自動車の生産・販売・流通に伴って必要とな
る諸行政手続（検査・登録～国、車庫証明・
納税～地方、自賠責保険確認～国）等の電
子化は、規制改革推進3ヵ年計画において、
平成17年を目標に稼動開始（平成15年目途
に一部地方公共団体で試験運用）となって
いるが、これを実現するため、添付資料記載
の事項を含め早急に検討・具体化していくこ
と。なお、試験運用を行う際、大量の自動車
を所有するリース会社の事務手続等を考慮
して、その運用に当たっての検討等を行うこ
と。

 電子化により、申請項目の共通化・統一化
と申請に必要な添付書類の削減化ができれ
ば、自動車関連業界の生産・販売・流通に係
わる申請及び手続代行コストは大幅に軽減
され、その軽減分を直接部門へ投入すること
で新たな自動車リース市場の開拓が促進さ
れ、経済活性化に資する。

手続申請の電子化がなされていないため、
その手続を申請もしくは代行申請をする自動
車関連業界（自動車リース業界も含む）に多
大な負担を強いている。また、リース会社の
税の申告・納付事務等は膨大であり、これら
の事務作業の効率化、円滑化の観点から、
電子化（書式の全国統一化）を図る必要が
あると考えられる。 電子化の検討に際して
は、利用者の意見を充分に反映させることに
よって、電子化による混乱等が生じないよう
配慮する必要がある。

道路運送車両法、自動車登
録令、自動車の保管場所の
確保等に関する法律、自動車
重量税法、自動車損害賠償
保障法、地方税法、地方自治
体条例　等

国土交通省
財務省
総務省
警察庁
経済産業省
環境省

＜添付資料＞　自動車の生産・販売・流通に
伴って必要となる諸行政手続等の電子化に
際しての検討事項

5021 5021166
社団法人日本
経済団体連合
会

11 交通事故証明書の申請・交付の電子化
　書面に加え、電子的手段による申請・交付
を可能とすべきである。

　交通事故証明書の申請・交付については、
現在、書面によることとされているため、窓
口への申請書の持参、後日発行の証明書
の郵送が必要であり、手数および日数（申請
１件あたり約10日～20日）がかかっている
が、手続の効率化の観点から、電子的手段
によることを可能とすべきである。
　なお、平成14年８月８日に改正された「国
の警察機関が行う行政手続等の電子化推
進に関するアクション・プラン」において、「交
通事故証明書の交付の求め」の電子化につ
いては平成15年度に実施方策が提示される
こととなっているが、早期に実現すべきであ
る。また、交付については、同アクション・プ
ランにおいて「第三者に対する証明等に使
用されるものであり、現物である必要がある
ので交付はオンライン化困難」とされてい
る。

自動車安全運転センター法
第29条第１項第３号 警察庁

　交通事故証明書の交付申請にあたって
は、自動車安全運転センターの各都道府
県・方面事務所窓口もしくは郵便局の振替
窓口に申請用紙を提出している。発行され
た交通事故証明書は、窓口にて即日交付さ
れるか、後日書面にて申請者に郵送されて
いる。

5021 5021166
社団法人日本
経済団体連合
会

12

（上記の続き）

交通事故証明書の申請・交
付の電子化

（上記の続き）

　しかし、実際には「第三者」である保険会社
が交通事故当事者の代理人として交付申請
を行った上で直接取得するケースが多く、保
険会社における書面による保管コストも大き
いため、電子的手段による交付も認めるべ
きである。
　なお、「規制改革推進３か年計画（再改
定）」（平成15年３月28日閣議決定）では、電
子的手段による交通事故証明書の申請・交
付の可否について「15年度に調査・検討し、
16年度中に結論」とされているが、できる限
り早期に実現すべきである。

警察庁

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 8 / 14 警察庁



様式１（全国） 全国規模での規制改革要望に関する当室からの再検討要請に対する各省庁の回答

管理
コード 項目 該当法令 等 制度の現状 措置の

分類
措置の
内容 措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請 措置の

分類
措置の
内容 措置の概要（対応策）

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体名
規制改革
要望
事項番号

z0100007 交通事故証明書の申請・交付の電子化
自動車安全運転センター法
第29条第1項第5号

交通事故証明書については、自動車安全運
転センター法に基づき、交通事故の加害者、
被害者その他正当な利益を有すると認めら
れる者からの書面若しくは郵便振替による
申請に応じて、書面により証明書を交付して
いる。

－

「規制改革推進３か年計画（再改定）」（平成
１５年３月２８日閣議決定）において、交通事
故証明書の申請・交付の電子化について平
成１５、１６年度に調査・検討し、平成１６年
度中に結論を得ることとしているところであ
る。

現在、損保協会等関係機関を含めた調査委
員会を設置し、「交通事故証明書の申請･交
付の電子化」について検討を行っているとこ
ろである。

貴庁回答では、「規制改革推進３ヵ年計画
（再改定）」において「16年度中に結論を得
る」こととなっているが、その後引き続き要望
もあることから、検討及び実施の前倒しが可
能かどうか検討され、実施時期を示された
い。

電子的手段による交通事故証明書の申請・
交付の可否については、「申請人が真に「正
当な利益を有すると認められる者か」「交通
事故証明書の交付主体が真に自動車安全
運転センターであることを確認できるか否
か」「交通事故証明書等の内容を改変されな
い電磁的記録が技術的に可能か」「交通事
故証明書の受領者が「正当な利益を有する
と認められる者」か否かを確実に把握した上
で交付できるか」等、セキュリティー上の各
種課題に検討を加えるとともに、損保業界、
関係行政機関等からの意見聴取・協議、同
センターにおける電子認証のための体制整
備等について、閣議決定に基づき、現在、損
保協会等関係機関団体を含めた検討委員
会を設置して上記内容について検討を行っ
ているところであるが、多岐にわたる検討作
業等が必要であることから、検討の前倒しは
困難である。

5033035 社団法人日本損害保険協会 11

z0100008 特殊車輌通行許可書手続きの簡素化
道路交通法施行令第２２条第
３号ハ

貨物の積載状態における車高の一般的制
限値は３．８メートル。 ａ Ⅱ

　車高規制については、規制改革推進３か
年計画（再改定）による決定事項も踏まえ、
安全性を確保しつつ物流を効率化するため
の規制の見直しを平成１５年度中に実施す
ることとして、検討を進めている。

5111023 社団法人日本自動車工業会 11

z0100009 猟銃用火薬類の譲渡規制の緩和

・火薬類取締法第１７条及び
第５０条
　の２
・猟銃用火薬類等の譲渡、譲
受け、輸
　入及び消費に関する内閣府
令

　相続又は遺贈により火薬類の所有権を取
得した者がその火薬類を所持するときは許
可を必要としないが、その火薬類を消費する
ことを要しなくなった場合は、遅滞なくその火
薬類を譲り渡し、又は廃棄しなければならな
い。その場合、譲り渡しの許可又は廃棄の
許可を受けなければならない。

ｃ

　遺品である猟銃用火薬類等はその保管状
態が明らかでないことから、火薬類の販売業
者はこれを譲り受けても再販売できず、廃棄
するしかない。また、実態としても廃棄能力
のない火薬類販売業者がほとんどである。
そのため、猟銃用火薬類販売店への一定量
の無許可譲渡を認めると、火薬類販売店に
大量の残火薬類が滞留することとなり、公共
の安全を確保する上で大きな問題がある。

　猟銃用等の残火薬類の多くは、警察が回
収した後自衛隊に廃棄を依頼し、最終的に
は海洋投入等により処分しているのが実態
である。しかし、ロンドン条約９６年議定書の
近い将来の締結を踏まえ、廃火薬類等の海
洋投入処分を速やかに中止するための措置
を講じる必要があることから、現在の枠組み
の維持は不可能となる。したがって、新たな
廃火薬類の処理の枠組みについて、現在経
済産業省、環境省等関係省庁と検討中であ
る。

検討し、結論を得られる時期について、具体
的に示されたい。 ｃ

新たな廃火薬類の処理の枠組みについて、
時期を含めて、現在経済産業省、環境省等
関係省庁と検討中である。 5119006 長野県 11

z0100010
貸金業の規制等に関する法
律の登録事務等に関する事
務移管等

・貸金業の規制等に関する法
律
・貸金業の規制等に関する法
律施行令
・貸金業の規制等に関する法
律施行規
　則

二以上の都道府県の区域内に営業所又は
事務所を設置して貸金業を営む者は国が、
一の都道府県の区域内にのみ営業所又は
事務所を設置して貸金業を営む者は都道府
県が登録事務等を行うこととなっている。

ｃ
ヤミ金融対策については、平成16年１月に
施行の改正貸金業法の厳格な運用により対
処するものである。

（参考）
　　警察庁における制度については、規
　制に関するものではない。

5119003 長野県 11

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 9 / 14 警察庁



様式１（全国） 全国規模での規制改革要望に関する当室からの再検討要請に対する各省庁の回答

管理
コード 項目

z0100007 交通事故証明書の申請・交付の電子化

z0100008 特殊車輌通行許可書手続きの簡素化

z0100009 猟銃用火薬類の譲渡規制の緩和

z0100010
貸金業の規制等に関する法
律の登録事務等に関する事
務移管等

規制改革
要望
管理番号

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体名
規制改革
要望
事項番号

規制改革要望事項
（事項名）

(別表
 番号)

具体的
規制改革要望内容

具体的事業の
実施内容 要望理由 根拠法令等 制度の

所管官庁
その他
（特記事項）

5033 5033035 社団法人日本損害保険協会 11 交通事故証明書の電子発行 書面もしくは電子的記録による交付に変更。業界各社の証明書申請ロードの削減、仕分けロードの削減が図れる。

交通事故証明書の申請、取得、管理に相当
のロードを要しておりロードの軽減を図りた
い。

自動車安全運転センター法
第２９条第３項交通事故に関
しその発生した日時、場所、
その他内閣府で定める事項
を記載した書面を当該事故に
おける加害者･被害者その他
当該書面の交付を受けること
について正当な利益を有する
と認められる者の求めに応じ
て交付すること。

警察庁

5111 5111023 社団法人日本自動車工業会 11 特殊車輌通行許可書手続きの簡素化
９６コンテナの走行許可申請を対象外として
欲しい。

高さ制限について、現行は３．８メートルの高
さ制限があり、９６コンテナ（高さ４．１メート
ル）の走行は申請許可の対象となっている。

道路の高さ規格は４．５メートルである。 道路交通法、道路法 警察庁
国土交通省

・本項目は、以前から要望しているが、引続
き検討いただきたく再要望する。

・重点要望項目

5119 5119006 長野県 11 猟銃用火薬類の譲渡規制の緩和

・猟銃の所有者の死去や疾病等により不要
となった猟銃用火薬類の譲渡については、
猟銃用の火薬類販売店への譲渡を条件に
無許可数量を定め、その数量以下であれば
譲渡許可を不要とする。

・猟銃用の火薬類の無許可譲渡数量の新設

・近年、狩猟者の高齢化が進み、猟銃の所
有者の死去や疾病等により、不要となった猟
銃用火薬類が、管理者不在で保管されてい
るケースが増えている。しかし、その猟銃用
火薬類を処分するに当たり、譲渡許可が必
要であるため、手続きの煩雑さからそのまま
保管されてる。このような猟銃用火薬類は
“眠り玉”とも言われ、銃砲業界においても、
“眠り玉”の削減は大きな課題となっている。

・火薬類取締法
・猟銃用火薬類等の譲渡、譲
受け、輸入及び消費に関する
内閣府令

警察庁

5119 5119003 長野県 11
貸金業の規制等に関する法
律の登録事務等に関する事
務移管等

「都道府県知事が行う貸金業登録事務及び
指導監督業務（貸金業協会の認可及び指導
監督も含む）の金融庁若しくは公安委員会
へ移管する。｣

・貸金業新規登録
・貸金業更新登録
・貸金業変更登録
・貸金業登録簿の削除
・貸金業者に対する行政処分
・貸金業者の指導監督
・貸金業協会の契約約款の認可
・貸金業協会の指導監督

最近のヤミ金融の広域化、悪質化を考慮す
ると単一の県の行政での対応には限界があ
り、この事務の目的を達成することは困難で
あります。広域化という点からは国による一
元的な監理を行うべきであります。また、事
務量的に国の一元監理が困難であるという
理由から、引続き県が管轄する場合にあっ
ては、最近のヤミ金融の状況を考慮し、行政
指導というよりは犯罪の防止を主目的に置く
べきであり、公安委員会の所管とすべきであ
ります。

・貸金業の規制等に関する法
律
・貸金業の規制等に関する法
律施行令
・貸金業の規制等に関する法
律施行規則

警察庁
金融庁

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 10 / 14 警察庁



様式１（全国） 全国規模での規制改革要望に関する当室からの再検討要請に対する各省庁の回答

管理
コード 項目 該当法令 等 制度の現状 措置の

分類
措置の
内容 措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請 措置の

分類
措置の
内容 措置の概要（対応策）

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体名
規制改革
要望
事項番号

z0100011 詐欺的金融犯罪の取締制度の抜本的整備 ・出資法第１条及び第２条

　出資法第１条は、「何人も、不特定且つ多
数の者に対し、後日出資の払い戻しとして出
資金の全額若しくはこれをこえる金額に相当
する金額を支払うべき旨を明示し、又は暗黙
のうちに示して、出資金の受入れをしてはな
らない」ものとし、第２条は「業として預り金を
するにつき他の法律に特別の規定がある者
を除く外、何人も業として預り金をしてはなら
ない」ものとしている。
また、「預り金」とは、不特定かつ多数の者か
らの金銭の受入れであつて、次に掲げるも
のをいう。
一  預金、貯金又は定期積金の受入れ
二  社債、借入金その他何らの名義をも
　つてするを問わず、前号に掲げるもの
　と同様の経済的性質を有するもの

ｃ

第１条関係
　出資金とは、出資元本が必ずしも保証され
ないことを本質とするものである。これに対
し、あたかも出資金全額の払戻しが保証さ
れている安全な利殖手段であるかのような
誤解を与えて出資を募ることは、当該払戻し
が実行不能に陥った場合、安全であると誤
信して出資した一般大衆が不測の被害を被
ることとなるため、これを禁止することが必要
である。

第２条関係
　預り金とは、主として預け主の便宜のため
に金銭の価値を保管することを目的とするも
のである。他の法律に特別の規定のある者
については、一般大衆の財産の保護等の観
点に基づく所要の行為規制や当局の監督権
限が及ぶこととなるが、それ以外の者が預り
金を受けれ入れる場合には、安全な保管方
法であると誤信した一般大衆が不測の損害
を被る可能性が高く、これを禁止することが
必要である。
   また、預り金の定義についても、預金の受
入れまがいの脱法行為を厳正に取り締まる
必要があることから、現行の規定が必要且
つ適切であると考えられる。
　なお、警察としては、刑罰法令に触れる行
為を認めれば、関係法令に基づき、厳正に
対処するなど、事案の実態に応じ、適切に対
処する。

回答では、出資法第１条・２条は、詐欺的金
融犯罪の取締り等に大きな役割を果たして
いることを根拠に、対応不可とされている
が、
①要望は、悪徳業者については、金融関連
の詐欺的行為を禁止する法律を制定し、そ
ちらで取り締まるという代替措置を創設する
ことにより実施可能と考えるが、この点を踏
まえ改めて実施に向けた具体的な対応策を
検討され、示されたい。
②上記①を踏まえた実施時期について、そ
の時期となる理由も含め具体的に示された
い。

第１条関係

  出資金は出資元元本が保証されないこと
を本質とするものであるため、当該払戻しが
実行不能に陥った場合、安全であると誤信し
て出資した一般大衆が附則の損害を被るこ
とを防止する趣旨から、これを撤廃すること
は困難である。

第２条関係
  業としての「預り金」が全面的に禁止されて
いるわけではなく、他の法律に特別の規定
ある者については預り金を受け入れることが
できる。従って、現状以外の新たな措置は不
要と考える。
  また、預金の受入れまがいの脱法行為を
厳正に取り締まる必要があることから、現行
の規定が必要且つ適切であると考える。
  なお、警察としては、刑罰法令に触れる行
為を認めれば、関係法令に基づき、厳正に
対処するなど、事案の実態に応じ、適切に対
処する。

5085010 オリックス株式会社 11

z0100011 詐欺的金融犯罪の取締制度の抜本的整備 ・出資法第１条及び第２条

　出資法第１条は、「何人も、不特定且つ多
数の者に対し、後日出資の払い戻しとして出
資金の全額若しくはこれをこえる金額に相当
する金額を支払うべき旨を明示し、又は暗黙
のうちに示して、出資金の受入れをしてはな
らない」ものとし、第２条は「業として預り金を
するにつき他の法律に特別の規定がある者
を除く外、何人も業として預り金をしてはなら
ない」ものとしている。
また、「預り金」とは、不特定かつ多数の者か
らの金銭の受入れであつて、次に掲げるも
のをいう。
一  預金、貯金又は定期積金の受入れ
二  社債、借入金その他何らの名義をも
　つてするを問わず、前号に掲げるもの
　と同様の経済的性質を有するもの

ｃ

第１条関係
　出資金とは、出資元本が必ずしも保証され
ないことを本質とするものである。これに対
し、あたかも出資金全額の払戻しが保証さ
れている安全な利殖手段であるかのような
誤解を与えて出資を募ることは、当該払戻し
が実行不能に陥った場合、安全であると誤
信して出資した一般大衆が不測の被害を被
ることとなるため、これを禁止することが必要
である。

第２条関係
　預り金とは、主として預け主の便宜のため
に金銭の価値を保管することを目的とするも
のである。他の法律に特別の規定のある者
については、一般大衆の財産の保護等の観
点に基づく所要の行為規制や当局の監督権
限が及ぶこととなるが、それ以外の者が預り
金を受けれ入れる場合には、安全な保管方
法であると誤信した一般大衆が不測の損害
を被る可能性が高く、これを禁止することが
必要である。
   また、預り金の定義についても、預金の受
入れまがいの脱法行為を厳正に取り締まる
必要があることから、現行の規定が必要且
つ適切であると考えられる。
　なお、警察としては、刑罰法令に触れる行
為を認めれば、関係法令に基づき、厳正に
対処するなど、事案の実態に応じ、適切に対
処する。

回答では、出資法第１条・２条は、詐欺的金
融犯罪の取締り等に大きな役割を果たして
いることを根拠に、対応不可とされている
が、
①要望は、悪徳業者については、金融関連
の詐欺的行為を禁止する法律を制定し、そ
ちらで取り締まるという代替措置を創設する
ことにより実施可能と考えるが、この点を踏
まえ改めて実施に向けた具体的な対応策を
検討され、示されたい。
②上記①を踏まえた実施時期について、そ
の時期となる理由も含め具体的に示された
い。

第１条関係

  出資金は出資元元本が保証されないこと
を本質とするものであるため、当該払戻しが
実行不能に陥った場合、安全であると誤信し
て出資した一般大衆が附則の損害を被るこ
とを防止する趣旨から、これを撤廃すること
は困難である。

第２条関係
  業としての「預り金」が全面的に禁止されて
いるわけではなく、他の法律に特別の規定
ある者については預り金を受け入れることが
できる。従って、現状以外の新たな措置は不
要と考える。
  また、預金の受入れまがいの脱法行為を
厳正に取り締まる必要があることから、現行
の規定が必要且つ適切であると考える。
  なお、警察としては、刑罰法令に触れる行
為を認めれば、関係法令に基づき、厳正に
対処するなど、事案の実態に応じ、適切に対
処する。

5086010 社団法人リース事業協会 11

z0100012
クレジット/デビットカードおよ
びＡＴＭサービスの利用およ
び受け入れ促進

－
④刑法の詐欺罪、支払用カード電磁的記録
不正作出罪等の諸規定に基づき、厳正な取
締りを行っている。

－ 今後も厳正な取締りを継続して行う。 5071102 米国 11

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 11 / 14 警察庁



様式１（全国） 全国規模での規制改革要望に関する当室からの再検討要請に対する各省庁の回答

管理
コード 項目

z0100011 詐欺的金融犯罪の取締制度の抜本的整備

z0100011 詐欺的金融犯罪の取締制度の抜本的整備

z0100012
クレジット/デビットカードおよ
びＡＴＭサービスの利用およ
び受け入れ促進

規制改革
要望
管理番号

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体名
規制改革
要望
事項番号

規制改革要望事項
（事項名）

(別表
 番号)

具体的
規制改革要望内容

具体的事業の
実施内容 要望理由 根拠法令等 制度の

所管官庁
その他
（特記事項）

5085 5085010 オリックス株式会社 11 詐欺的金融犯罪の取締制度の抜本的整備

出資法１,２条の立法論的妥当性を検討し、
過剰規制を廃して、詐欺的金融犯罪の取締
制度を改めて整備するべきである。<＊1>

【参考】「1999/7金融審議会第一部会中間整
理(第一次)」東大･神田教授意見発表資料
『いわゆる悪質商品の取扱いをどうすべきか
という問題がある。この点については、我が
国におけるこれまでの歴史に鑑みると、その
対応等の面において類型的に別物として取
扱ってきた面もあるので、基本的方向性とし
ては、金融関連の詐欺的行為を禁止する法
律を制定し、そちらで取締ることを検討する
ことが望ましい（現在では、いわゆる出資法
で一部取締りが可能であるが、出資法のよう
に預り金を一律に禁止するような法律は、そ
の立法論的な妥当性につき再検討する必要
がある）。』

・例えば、匿名組合契約による出資受入など
において、出資金の全部または一部につい
て営業者が保証する。
・エスクロー事業（二当事者の取引のクロー
ジングにあたり、第三者が資金を預かって管
理することにより、取引上の危険を転換して
取引を円滑にするもの）<＊2>

・1条は、そもそも全面禁止されるべきもので
はない。出資者の認識と保証者の支払能力
の問題であり、不当表示規制や金融商品販
売規制として整理されるべきではないか
・2条は、預り金の概念が曖昧あるいは広す
ぎる。刑罰があり、罪刑法定主義の観点から
妥当性に疑問ある。<＊3>
・戒厳令型･前時代的処罰法規は、金融取引
その他サービスの発展に目に見えにくいが
悪影響を及ぼしている。
・｢金融サービス法｣等の金融関連法制と出
資法との係わり合い、適用関係等が、経済
社会情勢の進展に対応し、その発展に貢献
するものとなるよう、引き続き制度整備の努
力をしていくことが必要である。

出資法１条、２条
金融庁
法務省
警察庁

<＊1>出資法が現に果たす役割は詐欺罪の
前段階的な処罰と思われ、これは不当な表
示･勧誘により行われるので、不当表示防止
法を独禁法の枠組みから切離して整備し、
罰則強化、警察管轄とすることは検討できな
いか。相手方の属性（個人かプロか）の観点
も必要と思われる。
<＊2>エスクロー事業が出資法２条に抵触す
るのか判然とせず、抵触するとの解釈も表
明されており、事業を行おうとする際の重大
な障害となる。
<＊3>例えば、不動産会社が賃貸事業で預
かる敷金等、継続取引業者間の取引保証金
などはどう解釈されるのか。

5086 5086010 社団法人リース事業協会 11 詐欺的金融犯罪の取締制度の抜本的整備

出資法１,２条の立法論的妥当性を検討し、
過剰規制を廃して、詐欺的金融犯罪の取締
制度を改めて整備するべきである。<＊1>

【参考】「1999/7金融審議会第一部会中間整
理(第一次)」東大･神田教授意見発表資料
『いわゆる悪質商品の取扱いをどうすべきか
という問題がある。この点については、我が
国におけるこれまでの歴史に鑑みると、その
対応等の面において類型的に別物として取
扱ってきた面もあるので、基本的方向性とし
ては、金融関連の詐欺的行為を禁止する法
律を制定し、そちらで取締ることを検討する
ことが望ましい（現在では、いわゆる出資法
で一部取締りが可能であるが、出資法のよう
に預り金を一律に禁止するような法律は、そ
の立法論的な妥当性につき再検討する必要
がある）。』

・例えば、匿名組合契約による出資受入など
において、出資金の全部または一部につい
て営業者が保証する。
・エスクロー事業（二当事者の取引のクロー
ジングにあたり、第三者が資金を預かって管
理することにより、取引上の危険を転換して
取引を円滑にするもの）<＊2>

・1条は、そもそも全面禁止されるべきもので
はない。出資者の認識と保証者の支払能力
の問題であり、不当表示規制や金融商品販
売規制として整理されるべきではないか
・2条は、預り金の概念が曖昧あるいは広す
ぎる。刑罰があり、罪刑法定主義の観点から
妥当性に疑問ある。<＊3>
・戒厳令型･前時代的処罰法規は、金融取引
その他サービスの発展に目に見えにくいが
悪影響を及ぼしている。
・｢金融サービス法｣等の金融関連法制と出
資法との係わり合い、適用関係等が、経済
社会情勢の進展に対応し、その発展に貢献
するものとなるよう、引き続き制度整備の努
力をしていくことが必要である。

出資法１条、２条
金融庁
法務省
警察庁

<＊1>出資法が現に果たす役割は詐欺罪の
前段階的な処罰と思われ、これは不当な表
示･勧誘により行われるので、不当表示防止
法を独禁法の枠組みから切離して整備し、
罰則強化、警察管轄とすることは検討できな
いか。相手方の属性（個人かプロか）の観点
も必要と思われる。
<＊2>エスクロー事業が出資法２条に抵触す
るのか判然とせず、抵触するとの解釈も表
明されており、事業を行おうとする際の重大
な障害となる。
<＊3>例えば、不動産会社が賃貸事業で預
かる敷金等、継続取引業者間の取引保証金
などはどう解釈されるのか。

5071 5071102 米国 11
クレジット/デビットカードおよ
びＡＴＭサービスの利用およ
び受け入れ促進

①　ビジネスによるクレジット/デビットカード
の利用と、政府サービスへの支払いに対す
るカード利用を促進。
②　日本のＡＴＭネットワークが国際ＰＩＮセ
キュリティーおよびネットワーク暗号化標準
に強制的に準拠するようにする。
③　日本クレジットカード協会（ＪＣＣＡ）が有
するクレジットカード取引ターミナルの標準化
と管理の役割を排除し、「クレジット認証ター
ミナル」システム（ＣＡＴ共同利用システム）よ
り、国際的に受け入れられているシステムの
利用を促進させる。
④　クレジットカード不正利用に関する法・規
制を厳しく施行する。

世界的に見て、クレジット/デビットカードおよ
びＡＴＭカードの利用は急速に増加してい
る。これらのカード利用は、消費者の利便性
向上につながり、小売部門に益をもたらして
いる。北米および欧州では、全店舗の90％
がクレジット/デビットカードを取り扱い、同地
域では、全購入の34%がこれらのカードでな
される。日本での店舗の取り扱いは、たった
の45％であり、これらカードでの購入は8％
にとどまっている。昔からの店舗やＡＴＭにお
いてカードの受け入れがよくないことは、日
本への海外からの訪問者からよく聞かれる
不満である。

金融庁
総務省
財務省
経済産業省
警察庁

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 12 / 14 警察庁



様式１（全国） 全国規模での規制改革要望に関する当室からの再検討要請に対する各省庁の回答

管理
コード 項目 該当法令 等 制度の現状 措置の

分類
措置の
内容 措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請 措置の

分類
措置の
内容 措置の概要（対応策）

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体名
規制改革
要望
事項番号

z0100013
盗難自動車の海外不正流出
に対する水際阻止対策の推
進

－

　自動車盗難等の防止に関する官民合同プ
ロジェクトチームが策定した埠頭の管理強化
マニュアルに基づき、埠頭管理関係者と警
察、税関等の関係行政機関が緊密に連携
し、埠頭の管理強化に向けた施策の推進を
通達しているほか、埠頭内、埠頭周辺にお
けるパトロール、検問等の積極的な推進を
通達している。
　また、警察庁及び財務省においては、平成
１３年２月から盗難自動車等に関する通報・
連絡窓口を明確化することにより、情報交換
をより積極的に行うなど、盗難自動車等の輸
出を両者の連携により阻止するための対策
を実施している。
　さらに、平成１４年４月からは、警察の盗難
自動車等に係る情報を税関において電子的
に活用できる体制を構築して連携を強化す
るとともに、盗難自動車に関する情報交換を
密にしている。

ｂ Ⅳ

　今後、埠頭管理関係者、税関との情報交
換、管理強化策の検討等を推進し、埠頭管
理関係者の埠頭の管理強化に向けた取組
みを促進するとともに、埠頭内、埠頭周辺に
おけるパトロール、検問等を強化して、自動
車盗難等の防止に努める。

（参考）
　　警察庁における制度については、規
　制に関するものではない。

5021216
社団法人日本
経済団体連合
会

11

z0100016
労働者派遣業における適用
対象業務の拡大（「警備業」に
ついて）

・労働者派遣事業の適正な運
営の確保及び派遣労働者の
就業条件の整備等に関する
法律第４条第１項

　労働者派遣事業の適正な運営の確保及び
派遣労働者の就業条件の整備等に関する
法律第４条第１項の規定により、警備業法第
２条第１項各号に掲げる業務については労
働者派遣形態により実施することは禁止さ
れている。

ｃ

警備業者は、その警備員に対し、警備業務
を適正に実施させるため、直接必要な指導
及び監督をすべきものであり、労働者派遣
形態導入することは適当ではない。

①警備員に対して直接必要な指導監督をす
べきであることから派遣は適当でないとする
が、他の派遣が認められている業務と比較
して、警備業についてかかる直接的な指導
監督が必要とされる理由を明らかにされた
い。なお回答にあたっては、派遣元による
（派遣対象となる）警備員に対する指導、監
督では警備業に求められる指導監督として
は不十分であることの理由も示されたい。
②派遣労働者に対しては、派遣先事業主に
よる指揮命令がなされることとなるが、これ
によって警備業に必要とされる指導監督に
代替することについて、その理由も含めて明
らかにされたい。

　警備業務が人の生命、身体、財産の保護
等を主な業務としていることから、警備業者
は、その警備員に対し、警備業務を適正に
実施させるため、直接必要な指導及び監督
をすることとされており、その指導監督の内
容としては実地の指導が必要とされていると
ころ。
　警備業者による警備員に対する直接の指
導監督が行われない場合には、警備業務の
適正な実施に支障を生ずることとなる。

5078006 東京商工会議所 11

z0100017 官公庁等における請求書様式の統一化等 － 警察庁においては、契約相手方による請求
書様式を採用している。 単独では回答不能 5086029 社団法人リース事業協会 11

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 13 / 14 警察庁



様式１（全国） 全国規模での規制改革要望に関する当室からの再検討要請に対する各省庁の回答

管理
コード 項目

z0100013
盗難自動車の海外不正流出
に対する水際阻止対策の推
進

z0100016
労働者派遣業における適用
対象業務の拡大（「警備業」に
ついて）

z0100017 官公庁等における請求書様式の統一化等

規制改革
要望
管理番号

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体名
規制改革
要望
事項番号

規制改革要望事項
（事項名）

(別表
 番号)

具体的
規制改革要望内容

具体的事業の
実施内容 要望理由 根拠法令等 制度の

所管官庁
その他
（特記事項）

5021 5021216
社団法人日本
経済団体連合
会

11
盗難自動車の海外不正流出
に対する水際阻止対策の推
進

　盗難自動車対策については、政府の国際
組織犯罪等対策推進本部の下、関係省庁と
民間団体による官民合同プロジェクトチーム
が発足し、盗難自動車の海外不正流出に対
する水際阻止の対策が取られつつある。こう
した対策を実効あるものとするためには、法
整備やイモビライザーの普及促進、ＩＴ技術
の活用、旅具通関制度の見直し等通関面で
の対応策の検討、関係省庁間における情報
共有化など、更に総合的な対策が不可欠で
ある。

①2002年（暦年）の自動車盗難件数は
62,000件を数え（97年比1.8倍）、ここ２年続け
て60,000件を超えて高止まりの傾向を示して
いる。また、2003年に入ってからは更に増加
傾向を示しており、１月～８月で43,334件（対
前年同期比＋6.3％）と、このままのペースで
は年間66,000件に上り過去最悪の盗難件数
となる見込みである。また、自動車盗難に関
する支払保険金額でみると、2002年度は約
582億円（97年度比約3.1倍）にも達し、深刻
な社会問題となっている。
②自動車盗難件数の減少による社会的コス
トの低減に繋がる。

財務省
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国土交通省
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　近年急増している自動車盗難は、専門的
かつ組織的な犯罪集団による盗難車の海外
売却を狙ったものが多い。防犯や盗難防止
装置（イモビライザー等）の普及などを通じた
盗難自体の防止が必要であるが、その効果
には限界がある。

5078 5078006 東京商工会議所 11 労働者派遣法の改正

「物の製造」業務に限り当面上限が1年に限
定されているが、3年に延長すべきであり、
「医療」（一部は解禁済）、「警備」、「建設」も
原則対象業務に加えるべきである。また、派
遣労働者からも撤廃要望の強い「労働者の
特定行為の禁止」についてもさらなる見直し
が必要である。

企業が柔軟な雇用戦略を展開するうえで、
労働者の多様な就業ニーズにも適う労働者
派遣への期待は高い。今回の法改正後も残
る不合理な規制を撤廃し、企業の雇用拡大
を期すことが重要である。また特定行為の禁
止を撤廃し、無用なミスマッチを回避する必
要がある。

警察庁
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5086 5086029 社団法人リース事業協会 11 官公庁等における請求書様式の統一化等

官公庁及び特殊法人等とのリース契約にお
けるリース料の請求書については、官公庁
等の指定様式となっているため、機械処理
ができず事務手間がかかる。このため、リー
ス会社所定の様式の使用を認めるか、官公
庁等の様式を統一化・電子的データによる
請求を可能とすること。

請求書作成・送付事務の機械処理による合
理化が図れる。 全省庁

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 14 / 14 警察庁


